
様式第 5号 

市民協働推進ニーズ調査事業実施報告書 

※各項目はできるだけ簡潔かつ具体的に記載してください。 

※枠の幅は自由に変更してください。なお、全体で A4サイズ 4ページ以内に収まるように作成してください。 

提案団体 

団体名 

西川エリア及び周辺住民への地域課題調査実行委員会 

（団体名） 

出石地区連合町内会、深柢地区連合町内会 

西川エリアまち育て協議体、西川緑道公園筋歩行者天国実行委員会、

NPO法人岡山 NPOセンター 

 

担当者氏名 

連絡先 

 

事務局：ＮＰＯ法人岡山 NPOセンター 石原達也 

住所 〒700-0822 岡山市北区表町 1丁目 4-64                          

電話  086-224-0995                   

Ｅメール npokayama@gmail.com 

合同提案団体 

（あれば） 
 

岡山市の協働課 

課名等  

担当者氏名 

連絡先 

課名等 庭園都市推進課 

担当者 服部 立弥 

（086）803-1393 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名称 西川エリアマネジメント推進に伴う地域課題調査 

目的 

西川エリア内（本町・錦町・幸町・平和町・磨屋町・田町（1 丁目））及び周

辺地域の住民や店舗等を対象としたアンケートを実施し、生活の目線で

の西川エリアの地域課題とニーズを明らかにする。これにより、エリア内

の各組織の活動が課題解決と価値創造に貢献できるものとなるための指

針とすると共に各組織が合同で行うべき事項を明らかにする。 

対象及び 

数量 

西川エリアとされる本町・錦町・幸町・平和町・磨屋町・田町の 6 つの町内

及び近隣町内にお住まいの住民や店舗等 

計２，０００世帯へ配布、ウェブ等による周知 

調査方法 

 

アンケート用紙とウェブ回答の 2通りの回答方法により実施 

（配布周知方法） 

・深柢、出石地区連合町内会長より調査対象となるエリアの町内会長へ

アンケート用紙の配布を依頼、町内会長より各世帯へ配布 

・実行委員会に所属するする団体の HP や SNS よりウェブ回答用のアド

レスを掲載 

・コミュニティハウスなどエリア住民の利用が高い施設へアンケート用紙を

設置 

・実行委員メンバーより住民や事業者への声掛け 

（回収方法） 

・用紙での回答者を対象にエリア内の事業者等へアンケート回収箱の設

置を依頼した 

工程 

 

月 内容 担当 

10 アンケート項目の検討・調整 実行委員会 



 

 

 

 

 

 

調査事業 

 

各店舗へアンケート回収箱設置依頼 

11 

アンケート用紙作成 

発送準備作業、発送 

アンケート回答締切 

実行委員会 

12 
アンケート用紙回収 

アンケート集計作業 
実行委員会 

1 アンケート回答について分析、考察 実行委員会 

2 アンケート回答について分析、考察、報告 実行委員会 

 

調査結果概要 

 

（詳細は別途添

付してください） 

 

回答数：403件（用紙回答 311件、ウェブ回答 92件） 

（お住まいの地域や町内について） 

お住まいの地域で改善したい・してほしいこととしては「ゴミ出しや自宅周

辺のゴミや掃除」「車や自転車などの交通マナー」が全体を通して上位を

しめていた。 

また、「深夜まで続く飲食店利用者の騒ぎ声」「客引き」など、西川エリアを

生活圏としている地域住民と飲食店などの事業者が混在する特有の課

題も出された。 

（西川緑道公園・下石井エリアの活用について） 

エリア内でのにぎわいづくりについては好意的な意見が全体を占めてい

たが、イベント開催時のマイクや音楽の音量、交通規制などの指摘も見ら

れた。 

 

その他、全ての自由記述回答など詳細結果は、別添「西川エリアマネジメ

ント推進に伴う地域課題調査」報告書参照 

本調査を踏まえて

提案したい協働事

業の予定 

 

□岡山市との協働事業を実施する予定 

□市民協働推進モデル事業に提案する予定。 

■その他（実行委員会のメンバーを中心にエリアの関係者との関係構築を図る） 

 
提案（実施）する予定の事業計画案概要 

実行委員会のメンバーを中心に調査期間中実施されていた定期的な会議の継続をする。また、

あらたな参加者の掘り起こしのため、地域住民や関係団体、飲食店に対し、西川をよりよいエリ

アにするために取り組むべき課題やニーズの共有、エリアマネジメントの理解を促すための場の

設定を検討する。 

将来的には企業や学校等、多様な主体による課題解決の効果が得られるよう具体的な取り組み

を協議する会議体の設立を目指す。 
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